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海運モーダルシフト推進協議会開催要領 

 

 

１．趣旨 

 海運へのモーダルシフトについては、「交通政策基本計画」（平成２７年２月

１３日閣議決定）において、平成３２年度までに海運へのモーダルシフト貨物

を２４年度比１０％増の３６７億トンキロとすることが目標とされており、海

運モーダルシフトを一層推進する必要があるが、現状では荷主企業等における

海上輸送に対する認知・理解が十分とは言い難く、運航情報等必要な情報も利

用しにくい状況にある。 

こうした状況のもと、「内航未来創造プラン」（内航海運の活性化に向けた今

後の方向性検討会（平成２９年６月とりまとめ））において、海運へのモーダル

シフトの一層の推進により海上輸送の新たな輸送需要を掘り起こすことは、安

定的輸送の確保や物流全体の生産性向上を図る観点からも重要であり、荷主企

業等の一層の理解・協力促進、海運を利用しやすい環境を整備することが必要

であるとされたところである。 

このため、RORO 船・コンテナ船・フェリー事業者のほか、利用運送事業者、

トラック事業者、荷主企業、行政等からなる「海運モーダルシフト推進協議会」

を開催し、関係者間の連携の強化を図るとともに、海運へのモーダルシフトを

一層推進するための具体的な取組について検討することとする。 

 

２．構成員等 

（１）構成員は別紙のとおりとする。 

（２）協議会は、必要に応じて構成員以外の関係者の出席を求め、その意見を

聴くことができる。 

(３）構成員は、その申出により、構成員が指名する者を代理で出席させるこ

とができる。 

 

３．運営 

（１）協議会の庶務は、国土交通省海事局内航課において行う。 

（２）協議会の会議資料は、原則として公開する。ただし、議事の円滑な実施

に影響が生じるものは非公開とする。 

（３）協議会の会議終了後に議事要旨を作成し、原則としてこれを公開する。 

（４）本要領に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は協議会

において協議し、その取扱いを決定するものとする。 
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